
　　　　　

「指針」及びその実効性確保のための法整備について

Ⅰ　新たな「日米防衛協力のための指針」

Ⅱ　指針の実効性確保のための法整備

　１．　周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関
する法律　（周辺事態安全確保法）

　２．　日本国の自衛隊とアメリカ合衆国軍隊との間における後方支援、物品
又は役務の相互の提供に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間
の協定を改正する協定（日米物品役務相互提供協定－ＡＣＳＡ改正協定）

　　３．　自衛隊法の一部を改正する法律
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Ⅰ　新たな「日米防衛協力のための指針」の概要

１．新指針の目的
○　より効果的かつ信頼性のある日米協力を行うための堅固な基礎を構築すること
○　日米両国の役割並びに協力及び調整の在り方についての一般的な大枠及び方向性を示すこと

２．前提・基本的考え方
○　日米安保条約及びその関連取極に基づく権利及び義務並びに日米同盟関係の基本的枠組みは変更せず
○　日本の行為は、憲法上の制約の範囲内で、専守防衛、非核三原則等の基本的な方針に従って実施
○　日米両国の行為は、紛争の平和的解決及び主権平等等を含む国際法の基本原則並びに国連憲章等の国際約束に合致
○　立法上、予算上又は行政上の措置は義務づけないが、日米両国政府が各々の判断に従い、具体的な政策や措置に適切
に反映させることを期待

３．平素から行う協力
○　情報交換及び政策協議
○　安全保障面での種々の協力
○　日米共同の取組み

４．日本に対する武力攻撃に際しての対処行動等
○　日本に対する武力攻撃に際しては、日本が主体となって防勢作戦を行い、米国がこれを補完・支援

５．周辺事態における協力
○　日米両国が各々主体的に行う活動における協力
①救難活動及び避難民への対応措置　　　②捜索・救難　　③非戦闘員退避活動
④経済制裁の実効性を確保するための活動

○　米軍の活動に対する日本の支援
①施設の使用　　②後方地域支援（補給、輸送、整備、衛生、警備、通信、その他）

○　運用面における日米協力
①情報収集　　　②警戒監視　　　③機雷除去　　　④海・空域調整



１．周辺事態安全確保法の概要　－１－

○　目　的

　 そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力攻撃に至るおそれのある事態等我が国周辺の地域にお
ける我が国の平和及び安全に重要な影響を与える事態（周辺事態）に対応して我が国が実施する措置、
その実施の手続その他の必要な事項を定め、日米安保条約の効果的な運用に寄与し、我が国の平和及び
安全の確保に資することを目的とする。

○　周辺事態への対応の基本原則

•　 政府は、周辺事態に際して、適切かつ迅速に、必要な対応措置を実施し、我が国の平和及び安全の
確保に努める。

•　対応措置の実施は、武力による威嚇又は武力の行使に当たるものであってはならない。
•　内閣総理大臣は、基本計画に基づいて、内閣を代表して行政各部を指揮監督する。
•　関係行政機関の長は、対応措置の実施に関し、相互に協力する。

○　基本計画

•　 内閣総理大臣は、周辺事態に際して、自衛隊が実施する後方地域支援又は後方地域捜索救助活動等
を実施する必要があると認めるときは、当該対応措置を実施すること及び対応措置に関する基本計画
案につき、閣議の決定を求めなければならない。

•　 基本計画では、対応措置に関する基本方針、自衛隊の行う各活動に係る基本的事項、実施区域の範
囲、関係行政機関による対応措置、地方公共団体等に対し協力を要請する内容等について定める。

○　国会の承認

•　内閣総理大臣は、周辺事態に際して、自衛隊が実施する後方地域支援又は後方地域捜索救助活動の
実施前に、これらの対応措置を実施することにつき、国会の承認を得なければならない。ただし、緊
急の必要がある場合は、国会の承認を得ないでこれらの対応措置を実施することができる。

•　国会の承認を得ずに対応措置を実施した場合において、国会が不承認の議決を行った場合、内閣総
理大臣は、速やかに、当該対応措置を終了しなければならない。

Ⅱ　　指針の実効性確保のための法整備



○　自衛隊による後方地域支援及び後方地域捜索救助活動の実施

　防衛庁長官は、基本計画に従い、実施要項（実施区域の指定等）を定め、それについて内閣総理
大臣の承認を得て、自衛隊の部隊及び機関に当該活動の実施を命ずる。

○　関係行政機関による対応措置の実施

　関係行政機関の長は、法令及び基本計画に従い、対応措置を実施する。

○　国以外の者による協力等

・　 関係行政機関の長は、法令及び基本計画に従い、地方公共団体の長に対し、その有する権限の
行使について必要な協力を求めることができる。

・　 関係行政機関の長は、法令及び基本計画に従い、国以外の者に対し、必要な協力を依頼するこ
とができる。

・　 政府は、協力を求められ又は協力を依頼された国以外の者が、その協力により損失を受けた場
合には、その損失に関し、必要な財政上の措置を講ずる。

○　国会への報告

　内閣総理大臣は、次に掲げる事項を、遅滞なく、国会に報告しなければならない。

・　基本計画の決定又は変更があったときは、その内容
・　基本計画に定める対応措置が終了したときは、その結果

○　武器の使用

　 後方地域支援としての自衛隊の役務の提供の実施又は後方地域捜索救助活動の実施を命ぜられた
自衛隊の部隊等の自衛官は、以下の場合に、自己又は自己と共に当該職務に従事する者の生命又は
身体の防護のためやむを得ない必要があると認める相当の理由がある場合には、その事態に応じ合
理的に必要と判断される限度で武器を使用することができる。

　①後方地域支援としての自衛隊の役務の提供を実施する場合　＝　その職務を行うに際し
　②後方地域捜索救助活動を実施する場合　＝　遭難者の救助の職務を行うに際し

１．周辺事態安全確保法の概要　－２－



周辺事態に対する対応の手順

何
　
ら
　
か
　
の
　
事
　
態
　
の
　
発
　
生

○ 国際社会の反
応

○ 国際連合安全
保障理事会の
決議等

○ 関係当局・在

外公館による
情報収集及び
情勢判断

○ 日米間の情報

交換、政策協
議等

○ 対応策の整理

○ 米国自身の
活動

現 行 法 の 枠 内 で と り 得 る 対 応 策 の 実 施

安全保障会議

（基本計画の策
定に係る内閣
総理大臣の諮
問・答申）

関係行政機
関による対
応措置等の
実施

防衛庁長官
による実施
区域の指定
等（内閣総
理大臣の承
認）

地方自治体・
民間等への
協力の求め
又は依頼

○ 当該事態が我
が国の平和及
び安全に重要
な影響を与え
るかどうかに
ついての判断

○ これに対応す
るため、我が
国として必要
な措置をとる
こと

基本計画の決定
（閣 議 決 定）

注：本法に言及の
ある部分

＜基本計画の内容＞

○ 基本方針（周辺

事態に対応する
ため、我が国と
して必要な措置
をとることを決
定する。）

○ 後方地域支援に
関する事項

○ 後方地域捜索救

助活動に関する
事項

○ その他

自衛隊によ
る後方地域
支援・後方
地域捜索救
助活動の実
施

国会に報告

基本計画に定められ
た自衛隊の部隊等に
よる後方地域支援又
は後方地域捜索救助
活動の実施

終了後に結果
を国会に報告

国会の承認



後 方 地 域 支 援

◆　自衛隊が行うもの

→　内閣総理大臣又はその委任を受けた者は、基本計画に従い、後方地域支援としての自
衛隊に属する物品の提供を実施する。

→　防衛庁長官は、基本計画に従い、後方地域支援としての自衛隊による役務の提供につ
いて、実施要項を定め、内閣総理大臣の承認を得て、 防衛庁本庁の機関又は自衛隊の

部隊等にその実施を命ずる。
→　自衛隊による後方地域支援の種類は、補給、輸送、修理・整備、医療、通信、空港・港
湾業務及び基地業務に区分される。

→　物品の提供には、武器（弾薬を含む。）の提供を含まない。
→　戦闘作戦行動のために発進準備中の航空機に対する給油及び整備を含まない。
→　公海及びその上空で行われる輸送を除き、我が国領域において行われる。

　周辺事態に際して日米安保条約の目的達成に寄与する活動を行っている米軍に対
する物品及び役務の提供、便宜の供与その他の支援措置であって、後方地域におい
て我が国が実施するもの

後方地域：我が国領域並びに現に戦闘行為が行われておらず、かつ、そこで実
施される活動の期間を通じて戦闘行為が行われることがないと認め
られる我が国周辺の公海及びその上空の範囲

◆　関係行政機関が行うもの

　現行法令で実施するもの



後方地域捜索救助活動

　  周辺事態において行われた戦闘行為によって遭難した戦闘参加者について、その
捜索又は救助を行う活動（救助した者の輸送を含む。）であって、後方地域におい
て我が国が実施するもの

◆　後方地域捜索救助活動の実施

→　防衛庁長官は、基本計画に従い、実施要項を定め、内閣総理大臣の承認を得て、自衛
隊の部隊等にその実施を命ずる。

→　防衛庁長官は、実施要項において、後方地域捜索救助活動を実施する区域を指定す
る。

→ 　戦闘参加者以外の遭難者があるときは、これを救助する。

→　実施区域に隣接する外国の領海に在る遭難者を認めたときは、当該外国の同意を得
て、当該遭難者の救助を行うことができる。ただし、当該海域において現に戦闘行為が行
われておらず、かつ、活動期間を通じて戦闘行為が行われることがないと認められる場合
に限る。

→　自衛隊による本活動に相当する活動を行う米軍の部隊に対して、後方地域支援として
自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊による役務の提供を行う。



周辺事態安全確保法の国会における修正点

１　 周辺事態
　　　　第１条に「そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力攻撃に至るおそれのある事態等」という文言を追加。
　　　→　我が国の平和と安全に重要な影響を与える事態を例示的に丁寧に説明。
　　　→　周辺事態の定義は変更せず。

２　 法の目的

　　　　第１条に「日本とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約の効果的な運用に寄与し」という文言を追加。
　　　→　本法が我が国及び極東の平和と安全の維持を目的とする日米安保条約の目的の枠内のものであることをより明確

化。

３　 船舶検査活動

　　　　船舶検査活動にかかる諸規定について全て削除。今後、別途立法措置を講ずる。

４　 国会承認

　　　　自衛隊の部隊等が実施する後方地域支援、後方地域捜索救助活動について、原則として事前に、緊急の必要がある
場合には事後に、これらの対応措置の実施につき国会の承認を義務付け。

５　 国会報告

　　　　基本計画の決定又は変更時に加え、基本計画に定める対応措置終了時にも、その結果を内閣総理大臣が国会に報告
することを義務付け。

６　 武器使用

　　　　後方地域捜索救助活動に加え、後方地域支援に際しても自衛官等の生命又は身体の防護のための武器使用を規定。



２．　日米物品役務相互提供協定改正協定の概要

○　自衛隊と米軍との間における共同訓練等に必要な物品又は役務の相互提供に関する基本的な条件
を定める。

○　自衛隊又は米軍のいずれか一方が物品又は役務の提供を要請した場合、他方はその権限の範囲内
で、それらを提供することができる。

1996年の日米物品役務相互提供協定

適　用　対　象

　　　①　自衛隊と米軍の間の共同訓練
　　　②　国連平和維持活動又は人道的な国際救援活動

改正協定に署名
(1998.4.28)

○　上記の適用対象に、「周辺事態に対応する活動」を追加

○　「自衛隊は、周辺事態に対処するための日本国の措置について定めた関連の法律に従っ
て物品又は役務を提供し、当該法律によって認められた自衛隊の活動に関し物品又は役
務を受領する。」ことを規定

○　自衛隊による武器・弾薬の提供が含まれないことを明記



自衛隊法100条の８（旧）

改正の内容

　　　３．　自衛隊法第100条の8の改正

◆　武器の使用

在外邦人等の輸送に用いる航空機
若しくは船舶の所在する場所等にお
いて、隊員又は隊員の保護の下に
入っている邦人等の生命又は身体
の防護のためやむを得ない必要が
あると認める相当の理由がある場合
には、合理的に必要と判断される限
度で武器を使用できる。

◆　緊急事態における在外邦人等の輸送手段

○　国賓等の輸送の用に主として供するための航空機
（例：政府専用機）

◆　緊急事態における在外邦人等の輸送手段に以下を追加

◆　武器の使用

　　 規定なし。

改正自衛隊法100条の８

　○　その他の輸送の用に主として供するための航空機
（例：Ｃ－１３０Ｈ型輸送機）

○　在外邦人等の輸送に適する船舶

○　上記の船舶に搭載された回転翼航空機

使用する空港施設の状況等の事情により、上記によ
る輸送が困難な場合
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４　日米防衛協力のための指針



周辺事態に際して我が国の平和及び安全を
確保するための措置に関する法律

（目的）
第一条 この法律は、そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力攻撃に至
るおそれのある事態等我が国周辺の地域における我が国の平和及び安全に重
要な影響を与える事態（以下「周辺事態」という ）に対応して我が国が実。
施する措置、その実施の手続その他の必要な事項を定め、日本国とアメリカ
合衆国との間の相互協力及び安全保障条約 以下 日米安保条約 という（ 「 」 。）
の効果的な運用に寄与し、我が国の平和及び安全の確保に資することを目的
とする。

（周辺事態への対応の基本原則）
第二条 政府は、周辺事態に際して、適切かつ迅速に、後方地域支援、後方地
域捜索救助活動その他の周辺事態に対応するため必要な措置（以下「対応措
置 という を実施し 我が国の平和及び安全の確保に努めるものとする」 。） 、 。

２ 対応措置の実施は、武力による威嚇又は武力の行使に当たるものであって
はならない。

３ 内閣総理大臣は、対応措置の実施に当たり、第四条第一項に規定する基本
計画に基づいて、内閣を代表して行政各部を指揮監督する。

４ 関係行政機関の長は 前条の目的を達成するため 対応措置の実施に関し、 、 、
相互に協力するものとする。

（定義等）
第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。
一 後方地域支援 周辺事態に際して日米安保条約の目的の達成に寄与する

活動を行っているアメリカ合衆国の軍隊（以下「合衆国軍隊」という ）。
に対する物品及び役務の提供、便宜の供与その他の支援措置であって、後
方地域において我が国が実施するものをいう。

二 後方地域捜索救助活動 周辺事態において行われた戦闘行為（国際的な
武力紛争の一環として行われる人を殺傷し又は物を破壊する行為をいう。
以下同じ ）によって遭難した戦闘参加者について、その捜索又は救助を。
行う活動（救助した者の輸送を含む ）であって、後方地域において我が。
国が実施するものをいう。

三 後方地域 我が国領域並びに現に戦闘行為が行われておらず、かつ、そ
こで実施される活動の期間を通じて戦闘行為が行われることがないと認め
られる我が国周辺の公海（海洋法に関する国際連合条約に規定する排他的
経済水域を含む。以下同じ ）及びその上空の範囲をいう。。

四 関係行政機関 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条
第二項に規定する国の行政機関及び同法第八条の三に規定する特別の機関

で、政令で定めるものをいう。
２ 後方地域支援として行う自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊による役務
の提供（次項後段に規定するものを除く ）は、別表第一に掲げるものとす。
る。

３ 後方地域捜索救助活動は、自衛隊の部隊等（自衛隊法（昭和二十九年法律
第百六十五号）第八条に規定する部隊等をいう。以下同じ ）が実施するも。
のとする。この場合において、後方地域捜索救助活動を行う自衛隊の部隊等
において、その実施に伴い、当該活動に相当する活動を行う合衆国軍隊の部
隊に対して後方地域支援として行う自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊に
よる役務の提供は、別表第二に掲げるものとする。

（基本計画）
第四条 内閣総理大臣は、周辺事態に際して次に掲げる措置のいずれかを実施
することが必要であると認めるときは、当該措置を実施すること及び対応措
置に関する基本計画（以下「基本計画」という ）の案につき閣議の決定を。
求めなければならない。
一 前条第二項の後方地域支援
二 前号に掲げるもののほか、関係行政機関が後方地域支援として実施する
措置であって特に内閣が関与することにより総合的かつ効果的に実施する
必要があるもの

三 後方地域捜索救助活動
２ 基本計画に定める事項は、次のとおりとする。
一 対応措置に関する基本方針
二 前項第一号又は第二号に掲げる後方地域支援を実施する場合における次
に掲げる事項
イ 当該後方地域支援に係る基本的事項
ロ 当該後方地域支援の種類及び内容
ハ 当該後方地域支援を実施する区域の範囲及び当該区域の指定に関する
事項

ニ その他当該後方地域支援の実施に関する重要事項
三 後方地域捜索救助活動を実施する場合における次に掲げる事項
イ 当該後方地域捜索救助活動に係る基本的事項
ロ 当該後方地域捜索救助活動を実施する区域の範囲及び当該区域の指定
に関する事項

ハ 当該後方地域捜索救助活動の実施に伴う前条第三項後段の後方地域支
援の実施に関する重要事項（当該後方地域支援を実施する区域の範囲及
び当該区域の指定に関する事項を含む ）。

ニ その他当該後方地域捜索救助活動の実施に関する重要事項
四 前二号に掲げるもののほか、自衛隊が実施する対応措置のうち重要なも
のの種類及び内容並びにその実施に関する重要事項

五 前三号に掲げるもののほか、関係行政機関が実施する対応措置のうち特



に内閣が関与することにより総合的かつ効果的に実施する必要があるもの
の実施に関する重要事項

六 対応措置の実施について地方公共団体その他の国以外の者に対して協力
を求め又は協力を依頼する場合におけるその協力の種類及び内容並びにそ
の協力に関する重要事項

七 対応措置の実施のための関係行政機関の連絡調整に関する事項
３ 第一項の規定は、基本計画の変更について準用する。

（国会の承認）
第五条 基本計画に定められた自衛隊の部隊等が実施する後方地域支援又は後
方地域捜索救助活動については、内閣総理大臣は、これらの対応措置の実施
前に、これらの対応措置を実施することにつき国会の承認を得なければなら
ない。ただし、緊急の必要がある場合には、国会の承認を得ないで当該後方
地域支援又は後方地域捜索救助活動を実施することができる。

２ 前項ただし書の規定により国会の承認を得ないで後方地域支援又は後方地
域捜索救助活動を実施した場合には、内閣総理大臣は、速やかに、これらの
対応措置の実施につき国会の承認を求めなければならない。

３ 政府は、前項の場合において不承認の議決があったときは、速やかに、当
該後方地域支援又は後方地域捜索救助活動を終了させなければならない。

（自衛隊による後方地域支援としての物品及び役務の提供の実施）
第六条 内閣総理大臣又はその委任を受けた者は、基本計画に従い、第三条第

二項の後方地域支援としての自衛隊に属する物品の提供を実施するものと
する。

２ 防衛庁長官は、基本計画に従い、第三条第二項の後方地域支援としての自
衛隊による役務の提供について、実施要項を定め、これについて内閣総理
大臣の承認を得て、防衛庁本庁の機関又は自衛隊の部隊等にその実施を命
ずるものとする。

３ 防衛庁長官は、前項の実施要項において、当該後方地域支援を実施する区
域（以下この条において「実施区域」という ）を指定するものとする。。

４ 防衛庁長官は、実施区域の全部又は一部がこの法律又は基本計画に定めら
れた要件を満たさないものとなった場合には 速やかに その指定を変更し、 、 、
又はそこで実施されている活動の中断を命じなければならない。

５ 第三条第二項の後方地域支援のうち公海又はその上空における輸送の実施
を命ぜられた自衛隊の部隊等の長又はその指定する者は、当該輸送を実施し
ている場所の近傍において、戦闘行為が行われるに至った場合又は付近の状
況等に照らして戦闘行為が行われることが予測される場合には、当該輸送の
実施を一時休止するなどして当該戦闘行為による危険を回避しつつ、前項の
規定による措置を待つものとする。

６ 第二項の規定は、同項の実施要項の変更（第四項の規定により実施区域を
縮小する変更を除く ）について準用する。。

（後方地域捜索救助活動の実施等）
第七条 防衛庁長官は、基本計画に従い、後方地域捜索救助活動について、実

施要項を定め、これについて内閣総理大臣の承認を得て、自衛隊の部隊等
にその実施を命ずるものとする。

２ 防衛庁長官は、前項の実施要項において、当該後方地域捜索救助活動を実
施する区域（以下この条において「実施区域」という ）を指定するものと。
する。

３ 後方地域捜索救助活動を実施する場合において、戦闘参加者以外の遭難者
が在るときは、これを救助するものとする。

４ 後方地域捜索救助活動を実施する場合において、実施区域に隣接する外国
の領海に在る遭難者を認めたときは、当該外国の同意を得て、当該遭難者の
救助を行うことができる。ただし、当該海域において、現に戦闘行為が行わ
れておらず、かつ、当該活動の期間を通じて戦闘行為が行われることがない
と認められる場合に限る。

５ 前条第四項の規定は実施区域の指定の変更及び活動の中断について、同条
第五項の規定は後方地域捜索救助活動の実施を命ぜられた自衛隊の部隊等の
長又はその指定する者について準用する。

６ 第一項の規定は、同項の実施要項の変更（前項において準用する前条第四
項の規定により実施区域を縮小する変更を除く ）について準用する。。

７ 前条の規定は、後方地域捜索救助活動の実施に伴う第三条第三項後段の後
方地域支援について準用する。

（関係行政機関による対応措置の実施）
第八条 前二条に定めるもののほか、防衛庁長官及びその他の関係行政機関の

長は、法令及び基本計画に従い、対応措置を実施するものとする。

（国以外の者による協力等）
第九条 関係行政機関の長は、法令及び基本計画に従い、地方公共団体の長に

対し、その有する権限の行使について必要な協力を求めることができる。
２ 前項に定めるもののほか 関係行政機関の長は 法令及び基本計画に従い、 、 、

国以外の者に対し、必要な協力を依頼することができる。
３ 政府は、前二項の規定により協力を求められ又は協力を依頼された国以外

の者が、その協力により損失を受けた場合には、その損失に関し、必要な
財政上の措置を講ずるものとする。

（国会への報告）
第十条 内閣総理大臣は、次の各号に掲げる事項を、遅滞なく、国会に報告し

なければならない。
一 基本計画の決定又は変更があったときは、その内容
二 基本計画に定める対応措置が終了したときは、その結果



（武器の使用）
第十一条 第六条第二項（第七条第七項において準用する場合を含む ）の規。
定により後方地域支援としての自衛隊の役務の提供の実施を命ぜられた自衛
隊の部隊等の自衛官は、その職務を行うに際し、自己または自己と共に当該
職務に従事する者の生命又は身体の防護のためやむを得ない必要があると認
める相当の理由がある場合には、その事態に応じ合理的に必要と判断される
限度で武器を使用することができる。

２ 第七条第一項の規定により後方地域捜索救助活動の実施を命ぜられた自衛
隊の部隊等の自衛官は、遭難者の救助の職務を行うに際し、自己又は自己と
共に当該職務に従事する者の生命又は身体の防護のためやむを得ない必要が
あると認める相当の理由がある場合には、その事態に応じ合理的に必要と判
断される限度で武器を使用することができる。

３ 前二項の規定による武器の使用に際しては、刑法（明治四十年法律第四十
五号）第三十六条又は第三十七条に該当する場合のほか、人に危害を与えて
はならない。

（政令への委任）
第十二条 この法律に特別の定めがあるもののほか、この法律の実施のための

手続その他この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。
附 則

（施行期日）
１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で
定める日から施行する。

（自衛隊法の一部改正）
２ 自衛隊法の一部を次のように改正する。

第百条の九の次に次の一条を加える。

（後方地域支援等）
第百条の十 内閣総理大臣又はその委任を受けた者は、周辺事態に際して我が
国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律（平成十一年法律第

号）の定めるところにより、自衛隊の任務遂行に支障を生じない限度に
おいて、後方地域支援としての物品の提供（前条第一項の適用があるものを
除く ）を実施することができる。。

２ 長官は、周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に
関する法律の定めるところにより、自衛隊の任務遂行に支障を生じない限度
において、防衛庁本庁の機関及び部隊等に後方地域支援としての役務の提供
（前条第二項の適用があるものを除く ）を、部隊等に後方地域捜索救助活。
動を行わせることができる。

別表第一（第三条関係）

種 類 内 容
補給 給水、給油、食事の提供並びにこれらに類する物品及

び役務の提供
輸送 人員及び物品の輸送、輸送用資材の提供並びにこれら

に類する物品及び役務の提供
修理及び整備 修理及び整備、修理及び整備用機器並びに部品及び構

成品の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供
医療 傷病者に対する医療、衛生機具の提供並びにこれらに

類する物品及び役務の提供
通信 通信設備の利用、通信機器の提供並びにこれらに類す

る物品及び役務の提供
空港及び港湾業 航空機の離発着及び船舶の出入港に対する支援、積卸
務 作業並びにこれらに類する物品及び役務の提供
基地業務 廃棄物の収集及び処理、給電並びにこれらに類する物

品及び役務の提供
備考
一 物品の提供には、武器（弾薬を含む ）の提供を含まないものとす。
る。

二 物品及び役務の提供には、戦闘作戦行動のために発進準備中の航
空機に対する給油及び整備を含まないものとする。

三 物品及び役務の提供は、公海及びその上空で行われる輸送（傷病
者の輸送中に行われる医療を含む ）を除き、我が国領域において行。
われるものとする。



別表第二（第三条関係）

種 類 内 容
補給 給水、給油、食事の提供並びにこれらに類する物品及

び役務の提供
輸送 人員及び物品の輸送、輸送用資材の提供並びにこれら

に類する物品及び役務の提供
修理及び整備 修理及び整備、修理及び整備用機器並びに部品及び構

成品の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供
医療 傷病者に対する医療、衛生機具の提供並びにこれらに

類する物品及び役務の提供
通信 通信設備の利用、通信機器の提供並びにこれらに類す

る物品及び役務の提供
宿泊 宿泊設備の利用、寝具の提供並びにこれらに類する物

品及び役務の提供
消毒 消毒、消毒機具の提供並びにこれらに類する物品及び

役務の提供
備考

一 物品の提供には、武器（弾薬を含む ）の提供を含まないものとす。
る。

二 物品及び役務の提供には、戦闘作戦行動のために発進準備中の
航空機に対する給油及び整備を含まないものとする。

日本国の自衛隊とアメリカ合衆国軍隊との間における
後方支援、物品又は役務の相互の提供に関する日本国

政府とアメリカ合衆国政府との間の協定を改正する協定

日本国政府及びアメリカ合衆国政府は、
千九百九十七年九月二十三日に公表された日米防衛協力のための指針が周辺

事態に対応する活動のための協力に言及していることを想起し、
千九百九十六年四月十五日に東京で署名された日本国の自衛隊とアメリカ合

衆国軍隊との間における後方支援、物品又は役務の相互の提供に関する日本国
政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（以下「協定」という ）を改正する。
ことを希望して、
次のとおり協定した。

【注：協定の内容（改正部分）は、以下の改正前ＡＣＳＡの条文に、 で追太字
記した 】。

日本国の自衛隊とアメリカ合衆国軍隊との間における
後方支援、物品又は役務の相互の提供に関する日本国

政府とアメリカ合衆国政府との間の協定

日本国政府及びアメリカ合衆国政府(以下「両当事国政府」という｡ )は、
日本国の自衛隊とアメリカ合衆国軍隊との間における後方支援、物品又は役

務の相互の提供に関する枠組みを設けることが、日本国の自衛隊とアメリカ合
衆国軍隊との間の緊密な協力を促進し、日本国とアメリカ合衆国との間の相互
協力及び安全保障条約 の円滑なかつ効果的な運用に（以下「条約」という ）。
寄与することを認識し、
このような枠組みを設けることが、国際連合平和維持活動及び人道的な国際

救援活動において日本国の自衛隊及びアメリカ合衆国軍隊がそれぞれの役割を
一層効率的に果たしていくことを促進し、国際連合を中心とした国際平和のた
めの努力に積極的に寄与することを理解して、
次のとおり協定した。

第一条

１ この協定において、
ａ 「後方支援、物品又は役務」とは 後方支援において提供される物品又、

は役務をいう。
ｂ 「周辺事態」とは、日本国の周辺の地域における日本国の平和及び安全



に重要な影響を与える事態をいう。
２ この協定は、共同訓練、国際連合平和維持活動、人道的な国際救援活動又
は周辺事態に対応する活動に必要な後方支援、物品又は役務の日本国の自衛
隊とアメリカ合衆国軍隊との間における相互の提供に関する基本的な条件を
定めることを目的とする。

３ この協定は、相互主義の原則に基づく後方支援、物品又は役務の提供のた
めの枠組みについて定める。

４ この協定に基づいて提供される後方支援、物品又は役務の使用は、国際連
合憲章と両立するものでなければならない。

５ この協定に基づくアメリカ合衆国軍隊による後方支援、物品又は役務の提
供は、合衆国法典第十編第百三十八章により与えられた権限に基づいて行わ
れる。

６ この協定に基づいて行われる後方支援、物品又は役務の要請､提供､受領及
び決済については、日本国の自衛隊及びアメリカ合衆国軍隊が実施する。

第二条

１ いずれか一方の当事国政府が、日本国の自衛隊とアメリカ合衆国軍隊との
間で実施する共同訓練のために必要な後方支援、物品又は役務の提供を他方
の当事国政府に対して要請する場合には、当該他方の当事国政府は、その権
限の範囲内で 要請された後方支援 物品又は役務を提供することができる、 、 。

２ この条の規定に基づいて提供される後方支援、物品又は役務は、次に掲げ
る区分に係るものとする。
食料 水 宿泊 輸送 空輸を含む 燃料・油脂・潤滑油 被服 通信、 、 、 （ 。）、 、 、 、

衛生業務、基地支援、保管、施設の利用、訓練業務、部品・構成品、修理・
整備及び空港・港湾業務
それぞれの区分に係る後方支援、物品又は役務については、付表において定
める。

３ ２の規定については、日本国の自衛隊による武器若しくは弾薬の提供又は
アメリカ合衆国軍隊による武器システム若しくは弾薬の提供が含まれるもの
と解してはならない。

第三条

１ いずれか一方の当事国政府が、日本国の自衛隊又はアメリカ合衆国軍隊に
よる国際連合平和維持活動又は人道的な国際救援活動の実施のために必要な
後方支援、物品又は役務の提供を他方の当事国政府に対して要請する場合に
は、当該他方の当事国政府は、その権限の範囲内で、要請された後方支援、
物品又は役務を提供することができる。

２ 前条の２及び３の規定は、この条の規定に基づく後方支援、物品又は役務

の提供に適用する。
３ 日本国の自衛隊が１の規定に基づいてアメリカ合衆国軍隊により後方支
援、物品又は役務の提供を要請される場合には、日本国の自衛隊によるアメ
リカ合衆国軍隊に対する後方支援､物品又は役務の提供は､国際連合平和維持
活動等に対する協力に関する法律（千九百九十二年法律第七十九号）に従っ
て行われるものと了解される。

第四条

１ いずれか一方の当事国政府が、周辺事態に際して日本国の自衛隊又はアメ
リカ合衆国軍隊がそれぞれの国の法令に従って行う活動であって、条約の目
的を達成に寄与するもののために必要な後方支援、物品又は役務の提供を他
方の当事国政府に対してこの協定に基づいて要請する場合には、当該他方の
当事国政府は、その権限の範囲内で、要請された後方支援、物品又は役務を
提供することができる。

２ この条の規定に基づいて提供される後方支援、物品又は役務は、次に掲げ
る区分に係るものとする。
食料 水 宿泊 輸送 空輸を含む 燃料・油脂・潤滑油 被服 通信、 、 、 （ 。）、 、 、 、

衛生業務、基地支援、保管、施設の利用、部品・構成品、修理・整備及び空
港・港湾業務
それぞれの区分に係わる後方支援、物品又は役務については、第二条にい

う付表において定める。
３ 第二条３の規定は、この条の規定に基づく後方支援、物品又は役務の提供
に適用する。

４ この条の適用上、日本国の自衛隊は、周辺事態に対処するための日本国の
措置について定めた日本国の関連の法律に従って後方支援、物品又は役務を
提供し 当該法律によって認められた日本国の自衛隊の活動に関し後方支援、 、
物品及び役務を受領するものと了解される。

第五条

１ この協定に基づく物品の提供に係る決済の手続は、次のとおりとする。
ａ 物品を受領した当事国政府（以下「受領当事国政府」という ）は、当。
該物品を提供した当事国政府（以下「提供当事国政府」という ）にとっ。
て満足のできる状態及び方法で当該物品を返還する。ただし、ｂの規定の
適用を妨げるものではない。

ｂ 提供された物品が消耗品である場合又は受領当事国政府が当該物品を提
供当事国政府にとって満足のできる状態及び方法で返還することができな
い場合は、受領当事国政府は、同種、同等及び同量の物品を提供当事国政
府にとって満足のできる状態及び方法で返還する。ただし、ｃの規定の適
用を妨げるものではない。



ｃ 受領当事国政府が提供された物品と同種、同等及び同量の物品を提供当
事国政府にとって満足のできる状態及び方法で返還することができない場
合は 受領当事国政府は 提供当事国政府の指定する通貨により償還する、 、 。

２ この協定に基づく役務の提供に係る決済については、提供当事国政府の指
定する通貨により提供された役務を償還するか又は同種であり、かつ、同等
の価値を有する役務を提供することによって決済する。決済の方法について
は、当該役務が提供される前に両当事国政府の間で合意する。

３ いずれの当事国政府も、この協定に基づいて提供される役務に対して内国
消費税を課してはならない。

第六条

前条の１ｃ及び２の規定に従って償還される物品又は役務の価格は、第八条
に規定する手続取極に定める関連規定に基づいて決定される。

第七条

この協定に基づいて提供される後方支援、物品又は役務については、提供当
事国政府の書面による事前の同意を得ないで 一時的であれ又は永続的であれ、 、
いかなる手段によっても受領当事国政府の部隊以外の者に移転してはならな
い。

第八条

この協定に基づいて行われる後方支援、物品又は役務の要請、提供、受領及
び決済の実施については、この協定に従属し、条件の補足的な細目及び手続で
あってこの協定を実施するためのものを定める手続取極にのみ従うものとす
る。手続取極は、両当事国政府の権限のある当局の間で締結される。

第九条

１ この協定のいかなる規定も、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及
び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍
隊の地位に関する協定に影響を及ぼすものではない。

２ 両当事国政府は、この協定の実施に関し相互に緊密に協議する。
３ この協定及び手続取極の解釈又は適用に関するいかなる事項も、両当事国
政府の間の協議によってのみ解決されるものとする。

第十条

１ この協定は、アメリカ合衆国政府が日本国政府から日本国がこの協定を承

認した旨の書面による通告を受領した日の後百二十日目の日に効力を生ず
る。この協定は、十年間効力を有するものとし、その後は、いずれか一方の
当事国政府がそれぞれの十年の期間が満了する六箇月以上前に他方の当事国
政府に対してこの協定を終了させる意思を書面により通告しない限り、順次
それぞれ十年の期間、自動的に効力を延長されるものとする。

２ １の規定にかかわらず、各当事国政府は、他方の当事国政府に対して一年
前に書面により通告することによって、いつでもこの協定を終了させること
ができる。

以上の証拠として、下名は、各自の政府から正当に委任を受けてこの協定に
署名した。
千九百九十六年四月一五日に東京で、ひとしく正文である日本語及び英語に

より本書二通を作成した。

日本国政府のために

アメリカ合衆国政府のために



付 表

区 分
食料 食料、食事の提供、調理器具及びこれらに類するもの
水 水、給水、給水に必要な用具及びこれらに類するもの
宿泊 宿泊設備及び入浴設備の利用、寝具類並びにこれらに

類するもの
輸送（空輸を含 人又は物の輸送、輸送用資材及びこれらに類するもの
む ）。
燃料・油脂・潤滑 燃料、油脂及び潤滑油、給油、給油に必要な用具並び
油 にこれらに類するもの
被服 被服、被服の補修及びこれらに類するもの
通信 通信設備の利用、 通信機器及びこれらに類通信支援、

するもの
衛生業務 診療、衛生機具及びこれらに類するもの
基地支援 廃棄物の収集及び処理、洗濯、給電、環境面の支援、

消毒機具及び消毒並びにこれらにに類するもの
保管 倉庫又は冷蔵貯蔵室における一時的保管及びこれに類

するもの
施設の利用 建物、訓練施設及び駐機場の一時的利用並びにこれら

に類するもの
訓練業務 指導員の派遣、教育訓練用資材、訓練用消耗品及びこ

れらに類するもの
部品・構成品 軍用航空機、軍用車両及び軍用船舶の部品又は構成品

並びにこれらに類するもの
修理・整備 修理及び整備、修理及び整備用機器並びにこれらに類

するもの
空港・港湾業務 航空機の離発着及び艦船の出入港に対する支援、積卸

作業並びにこれらに類するもの



「自衛隊法の一部を改正する法律案」新旧対照条文

（傍線部分は改正部分）

新

（在外邦人等の輸送）
第百条の八 長官は、外務大臣から外国における災害、騒乱その他の緊急事態
に際して生命又は身体の保護を要する邦人の輸送の依頼があった場合におい
て、当該輸送の安全について外務大臣と協議し、これが確保されていると認
めるときは、自衛隊の任務遂行に支障を生じない限度において、当該邦人の
輸送を行うことができる。この場合において、長官は、外務大臣から当該緊
急事態に際して生命又は身体の保護を要する外国人として同乗させることを
依頼された者を同乗させることができる。

２ 前項の輸送は、第百条の五第二項の規定により保有する航空機により行う
ものとする。ただし、当該輸送に際して使用する空港施設の状況、当該輸送
の対象となる邦人の数その他の事情によりこれによることが困難であると認
められるときは、次に掲げる航空機又は船舶により行うことができる。
一 輸送の用に主として供するための航空機（第百条の五第二項の規定によ

り保有するものを除く ）。
二 前項の輸送に適する船舶
三 前号に掲げる船舶に搭載された回転翼航空機で第一号に掲げる航空機以

外のもの（当該船舶と陸地との間の輸送に用いる場合におけるものに限
る ）。

３ 第一項に規定する外国において同項の輸送の職務に従事する自衛官は、当
該輸送に用いる航空機若しくは船舶の所在する場所又はその保護の下に入っ
た当該輸送の対象である邦人若しくは外国人を当該航空機若しくは船舶まで
誘導する経路においてその職務を行うに際し、自己若しくは自己と共に当該
輸送の職務に従事する隊員又は当該邦人若しくは外国人の生命又は身体の防
護のためやむを得ない必要があると認める相当の理由がある場合には、その
事態に応じ合理的に必要と判断される限度で武器を使用することができる。
ただし、刑法第三十六条又は第三十七条に該当する場合のほか、人に危害を
与えてはならない。

旧

（在外邦人等の輸送）
第百条の八 長官は、外務大臣から外国における災害、騒乱その他の緊急事態
に際して生命又は身体の保護を要する邦人の輸送の依頼があった場合におい
て、当該輸送の安全について外務大臣と協議し、これが確保されていると認
めるときは、自衛隊の任務遂行に支障を生じない限度において、航空機によ
る当該邦人の輸送を行うことができる。この場合において、長官は、外務大
臣から当該緊急事態に際して生命又は身体の保護を要する外国人として同乗
させることを依頼された者を同乗させることができる。

２ 前項の輸送は、第百条の五第二項の規定により保有する航空機により行う
ものとする。ただし、当該輸送に際して使用する空港施設の状況その他の事
情によりこれによることが困難であると認められるときは、その他の輸送の
用に主として供するための航空機により行うことができる。



日米防衛協力のための指針

Ｉ．指針の目的
この指針の目的は、平素から並びに日本に対する武力攻撃及び周辺事態に

際してより効果的かつ信頼性のある日米協力を行うための、堅固な基礎を構
築することである。また、指針は、平素からの及び緊急事態における日米両
国の役割並びに協力及び調整の在り方について、一般的な大枠及び方向性を
示すものである。

Ⅱ．基本的な前提及び考え方
指針及びその下で行われる取組みは、以下の基本的な前提及び考え方に従

う。
１ 日米安全保障条約及びその関連取極に基づく権利及び義務並びに日米同

盟関係の基本的な枠組みは、変更されない。
２ 日本のすべての行為は、日本の憲法上の制約の範囲内において、専守防

衛、非核三原則等の日本の基本的な方針に従つて行われる。
３ 日米両国のすべての行為は、紛争の平和的解決及び主権平等を含む国際

法の基本原則並びに国際連合憲章を始めとする関連する国際約束に合致す
るものである。

４ 指針及びその下で行われる取組みは、いずれの政府にも、立法上、予算
上又は行政上の措置をとることを義務づけるものではない しかしながら。 、
日米協力のための効果的な態勢の構築が指針及びその下で行われる取組み
の目標であることから、日米両国政府が、各々の判断に従い、このような
努力の結果を各々の具体的な政策や措置に適切な形で反映することが期待
される。日本のすべての行為は、その時々において適用のある国内法令に
従う。

Ⅲ．平素から行う協力
日米両国政府は、現在の日米安全保障体制を堅持し、また、各々所要の防

衛態勢の維持に努める。日本は 「防衛計画の大綱」にのっとり、自衛のた、
めに必要な範囲内で防衛力を保持する。米国は、そのコミットメントを達成
するため、核抑止力を保持するとともに、アジア太平洋地域における前方展
開兵力を維持し、かつ、来援し得るその他の兵力を保持する。

日米両国政府は、各々の政策を基礎としつつ、日本の防衛及びより安定し
た国際的な安全保障環境の構築のため、平素から密接な協力を維持する。

日米両国政府は 平素から様々な分野での協力を充実する この協力には、 。 、
日米物品役務相互提供協定及び日米相互防衛援助協定並びにこれらの関連取
決めに基づく相互支援活動が含まれる。
１ 情報交換及び政策協議

日米両国政府は、正確な情報及び的確な分析が安全保障の基礎であると
認識し、アジア太平洋地域の情勢を中心として、双方が関心を有する国際
情勢についての情報及び意見の交換を強化するとともに、防衛政策及び軍

事態勢についての緊密な協議を継続する。
このような情報交換及び政策協議は、日米安全保障協議委員会及び日米

安全保障高級事務レベル協議（ＳＳＣ）を含むあらゆる機会をとらえ、で
きる限り広範なレベル及び分野において行われる。

２ 安全保障面での種々の協力
安全保障面での地域的な及び地球的規模の諸活動を促進するための日米

協力は、より安定した国際的な安全保障環境の構築に寄与する。
日米両国政府は、この地域における安全保障対話・防衛交流及び国際的

な軍備管理・軍縮の意義と重要性を認識し、これらの活動を促進するとと
もに、必要に応じて協力する。
日米いずれかの政府又は両国政府が国際連合平和維持活動又は人道的な

国際救援活動に参加する場合には、日米両国政府は、必要に応じて、相互
支援のために密接に協力する。日米両国政府は、輸送、衛生、情報交換、
教育訓練等の分野における協力の要領を準備する。
大規模災害の発生を受け、日米いずれかの政府又は両国政府が関係政府

又は国際機関の要請に応じて緊急援助活動を行う場合には、日米両国政府
は、必要に応じて密接に協力する。

３ 日米共同の取組み
日米両国政府は、日本に対する武力攻撃に際しての共同作戦計画につい

ての検討及び周辺事態に際しての相互協力計画についての検討を含む共同
作業を行う。このような努力は、双方の関係機関の関与を得た包括的なメ
カニズムにおいて行われ、日米協力の基礎を構築する。
日米両国政府は、このような共同作業を検証するとともに、自衛隊及び

米軍を始めとする日米両国の公的機関及び民間の機関による円滑かつ効果
的な対応を可能とするため、共同演習・訓練を強化する。また、日米両国
政府は、緊急事態において関係機関の関与を得て運用される日米間の調整
メカニズムを平素から構築しておく。

Ⅳ．日本に対する武力攻撃に際しての対処行動等
日本に対する武力攻撃に際しての共同対処行動等は、引き続き日米防衛協

力の中核的要素である。
日本に対する武力攻撃が差し迫っている場合には、日米両国政府は、事態

の拡大を抑制するための措置をとるとともに、日本の防衛のために必要な準
備を行う。日本に対する武力攻撃がなされた場合には、日米両国政府は、適
切に共同して対処し、極力早期にこれを排除する。
１ 日本に対する武力攻撃が差し迫っている場合

日米両国政府は、情報交換及び政策協議を強化するとともに、日米間の
調整メカニズムの運用を早期に開始する。日米両国政府は、適切に協力し
つつ、合意によって選択された準備段階に従い、整合のとれた対応を確保
するために必要な準備を行う。日本は、米軍の来援基盤を構築し、維持す
る。また、日米両国政府は、情勢の変化に応じ、情報収集及び警戒監視を
強化するとともに、日本に対する武力攻撃に発展し得る行為に対応するた



めの準備を行う。
日米両国政府は、事態の拡大を抑制するため、外交上のものを含むあら

ゆる努力を払う。
なお、日米両国政府は、周辺事態の推移によっては日本に対する武力攻

撃が差し迫ったものとなるような場合もあり得ることを念頭に置きつつ、
日本の防衛のための準備と周辺事態への対応又はそのための準備との間の
密接な相互関係に留意する。

２ 日本に対する武力攻撃がなされた場合
（１）整合のとれた共同対処行動のための基本的な考え方

（イ）日本は、日本に対する武力攻撃に即応して主体的に行動し、極力早
期にこれを排除する その際 米国は 日本に対して適切に協力する。 、 、 。
このような日米協力の在り方は、武力攻撃の規模、態様、事態の推移
その他の要素により異なるが、これには、整合のとれた共同の作戦の
実施及びそのための準備、事態の拡大を抑制するための措置、警戒監
視並びに情報交換についての協力が含まれ得る。

（ロ）自衛隊及び米軍が作戦を共同して実施する場合には、双方は、整合
性を確保しつつ、適時かつ適切な形で、各々の防衛力を運用する。そ
の際、双方は、各々の睦・海・空部隊の効果的な統合運用を行う。自
衛隊は、主として日本の領域及びその周辺海空域において防勢作戦を
行い、米軍は、自衛隊の行う作戦を支援する。米軍は、また、自衛隊
の能力を補完するための作戦を実施する。

（ハ）米国は、兵力を適時に来援させ、日本は、これを促進するための基
盤を構築し、維持する。

（２）作戦構想
（イ）日本に対する航空侵攻に対処するための作戦

自衛隊及び米軍は、日本に対する航空侵攻に対処するための作戦を
共同して実施する。

自衛隊は、防空のための作戦を主体的に実施する。
米軍は、自衛隊の行う作戦を支援するとともに、打撃力の使用を伴

うような作戦を含め 自衛隊の能力を補完するための作戦を実施する、 。
（ロ）日本周辺海域の防衛及び海上交通の保護のための作戦

自衛隊及び米軍は、日本周辺海域の防衛のための作戦及び海上交通
の保護のための作戦を共同して実施する。

自衛隊は、日本の重要な港湾及び海峡の防備、日本周辺海域におけ
る船舶の保護並びにその他の作戦を主体的に実施する。

米軍は、自衛隊の行う作戦を支援するとともに、機動打撃力の使用
を伴うような作戦を含め、自衛隊の能力を補完するための作戦を実施
する。

（ハ）日本に対する着上陸侵攻に対処するための作戦
自衛隊及び米軍は、日本に対する着上陸侵攻に対処するための作戦

を共同して実施する。

自衛隊は、日本に対する着上陸侵攻を阻止し排除するための作戦を
主体的に実施する。
米軍は、主として自衛隊の能力を補完するための作戦を実施する。

その際、米国は、侵攻の規模、態様その他の要素に応じ、極力早期に
兵力を来援させ、自衛隊の行う作戦を支援する。

（ニ）その他の脅威への対応
（ⅰ）自衛隊は、ゲリラ・コマンドウ攻撃等日本領域に軍事力を潜入さ

せて行う不正規型の攻撃を極力早期に阻止し排除するための作戦を
主体的に実施する。その際、関係機関と密接に協力し調整するとと
もに、事態に応じて米軍の適切な支援を得る。

（ⅱ）自衛隊及び米軍は、弾道ミサイル攻撃に対応するために密接に協
力し調整する 米軍は 日本に対し必要な情報を提供するとともに。 、 、
必要に応じ、打撃力を有する部隊の使用を考慮する。

（３）作戦に係る諸活動及びそれに必要な事項
（イ）指揮及び調整

自衛隊及び米軍は、緊密な協力の下、各々の指揮系統に従つて行動
する。自衛隊及び米軍は、効果的な作戦を共同して実施するため、役
割分担の決定、作戦行動の整合性の確保等についての手続をあらかじ
め定めておく。

（ロ）日米間の調整メカニズム
日米両国の関係機関の間における必要な調整は、日米間の調整メカ

ニズムを通じて行われる。自衛隊及び米軍は、効果的な作戦を共同し
て実施するため、作戦、情報活動及び後方支援について、日米共同調
整所の活用を含め、この調整メカニズムを通じて相互に緊密に調整す
る。

（ハ）通信電子活動
日米両国政府は、通信電子能力の効果的な活用を確保するため、相

互に支援する。
（ニ）情報活動

日米両国政府は、効果的な作戦を共同して実施するため、情報活動
について協力する。これには、情報の要求、収集、処理及び配布につ
いての調整が含まれる。その際、日米両国政府は、共有した情報の保
全に関し各々責任を負う。

（ホ）後方支援活動
自衛隊及び米軍は、日米間の適切な取決めに従い、効率的かつ適切

に後方支援活動を実施する。
日米両国政府は、後方支援の効率性を向上させ、かつ、各々の能力

不足を軽減するよう、中央政府及び地方公共団体が有する権限及び能
力並びに民間が有する能力を適切に活用しつつ、相互支援活動を実施
する。その際、特に次の事項に配慮する。

（ⅰ）補給



米国は、米国製の装備品等の補給品の取得を支援し、日本は、日本
国内における補給品の取得を支援する。

（ⅱ）輸送
日米両国政府は、米国から日本への補給品の航空輸送及び海上輸送

を含む輸送活動について、緊密に協力する。
（ⅲ）整備

日本は、日本国内において米軍の装備品の整備を支援し、米国は、
米国製の品目の整備であって日本の整備能力が及ばないものについて
支援を行う。整備の支援には、必要に応じ、整備要員の技術指導を含
む。また、日本は、サルベージ及び回収に関する米軍の需要について
も支援を行う。

（ⅳ）施設
日本は、必要に応じ、日米安全保障条約及びその関連取極に従って

新たな施設・区域を提供する。また、作戦を効果的かつ効率的に実施
するために必要な場合には、自衛隊及び米軍は、同条約及びその関連
取極に従って、自衛隊の施設及び米軍の施設・区域の共同使用を実施
する。

（ⅴ）衛生
日米両国政府は、衛生の分野において、傷病者の治療及び後送等の

相互支援を行う。
Ｖ．日本周辺地域における事態で日本の平和と安全に重要な影響を与える場合
（周辺事態）の協力

周辺事態は、日本の平和と安全に重要な影響を与える事態である。周辺事
態の概念は、地理的なものではなく、事態の性質に着目したものである。日
米両国政府は、周辺事態が発生することのないよう、外交上のものを含むあ
らゆる努力を払う。日米両国政府は、個々の事態の状況について共通の認識
に到達した場合に、各々の行う活動を効果的に調整する。なお、周辺事態に
対応する際にとられる措置は、情勢に応じて異なり得るものである。
１ 周辺事態が予想される場合

周辺事態が予想される場合には、日米両国政府は、その事態について共
通の認識に到達するための努力を含め 情報交換及び政策協議を強化する、 。

同時に、日米両国政府は、事態の拡大を抑制するため、外交上のものを
含むあらゆる努力を払うとともに、日米共同調整所の活用を含め、日米間
の調整メカニズムの運用を早期に開始する。また、日米両国政府は、適切
に協力しつつ、合意によって選択された準備段階に従い、整合のとれた対
応を確保するために必要な準備を行う。更に、日米両国政府は、情勢の変
化に応じ、情報収集及び警戒監視を強化するとともに、情勢に対応するた
めの即応態勢を強化する。

２ 周辺事態への対応
周辺事態への対応に際しては、日米両国政府は、事態の拡大の抑制のた

めのものを含む適切な措置をとる。これらの措置は、上記Ⅱに掲げられた

基本的な前提及び考え方に従い、かつ、各々の判断に基づいてとられる。
日米両国政府は、適切な取決めに従って、必要に応じて相互支援を行う。
協力の対象となる機能及び分野並びに協力項目例は、以下に整理し、別

表に示すとおりである。
（１）日米両国政府が各々主体的に行う活動における協力

日米両国政府は、以下の活動を各々の判断の下に実施することができる
が、日米間の協力は、その実効性を高めることとなる。
（イ）救援活動及び避難民への対応のための措置

日米両国政府は、被災地の現地当局の同意と協力を得つつ、救援活
動を行う。日米両国政府は、各々の能力を勘案しつつ、必要に応じて
協力する。
日米両国政府は 避難民の取扱いについて 必要に応じて協力する、 、 。

避難民が日本の領域に流入してくる場合については、日本がその対応
の在り方を決定するとともに、主として日本が責任を持ってこれに対
応し、米国は適切な支援を行う。

（ロ）捜索・救難
日米両国政府は、捜索・救難活動について協力する。日本は、日本

領域及び戦闘行動が行われている地域とは一線を画される日本の周囲
の海域において捜索・救難活動を実施する。米国は、米軍が活動して
いる際には 活動区域内及びその付近での捜索・救難活動を実施する、 。

（ハ）非戦闘員を退避させるための活動
日本国民又は米国国民である非戦闘員を第三国から安全な地域に退

避させる必要が生じる場合には、日米両国政府は、自国の国民の退避
及び現地当局との関係について各々責任を有する。日米両国政府は、
各々が適切であると判断する場合には、各々の有する能力を相互補完
的に使用しつつ、輸送手段の確保、輸送及び施設の使用に係るものを
含め これらの非戦闘員の退避に関して 計画に際して調整し また、 、 、 、
実施に際して協力する。日本国民又は米国国民以外の非戦闘員につい
て同様の必要が生じる場合には、日米両国が、各々の基準に従つて、
第三国の国民に対して退避に係る援助を行うことを検討することもあ
る。

（二）国際の平和と安定の維持を目的とする経済制裁の実効性を確保する
ための活動
日米両国政府は、国際の平和と安定の維持を目的とする経済制裁の

実効性を確保するための活動に対し、各々の基準に従つて寄与する。
また 日米両国政府は 各々の能力を勘案しつつ 適切に協力する、 、 、 。

そのような協力には、情報交換、及び国際連合安全保障理事会決議に
基づく船舶の検査に際しての協力が含まれる。

（２）米軍の活動に対する日本の支援
（イ）施設の使用

日米安全保障条約及びその関連取極に基づき 日本は 必要に応じ、 、 、



新たな施設・区域の提供を適時かつ適切に行うとともに、米軍による
自衛隊施設及び民間空港・港湾の一時的使用を確保する。

（ロ）後方地域支援
日本は、日米安全保障条約の目的の達成のため活動する米軍に対し

て、後方地域支援を行う。この後方地域支援は、米軍が施設の使用及
び種々の活動を効果的に行うことを可能とすることを主眼とするもの
である。そのような性質から、後方地域支援は、主として日本の領域
において行われるが、戦闘行動が行われている地域とは一線を画され
る日本の周囲の公海及びその上空において行われることもあると考え
られる。

後方地域支援を行うに当たって、日本は、中央政府及び地方公共団
体が有する権限及び能力並びに民間が有する能力を適切に活用する。
自衛隊は、日本の防衛及び公共の秩序維持のための任務の遂行と整合
を図りつつ、適切にこのような支援を行う。

（３）運用面における日米協力
周辺事態は、日本の平和と安全に重要な影響を与えることから、自衛

隊は、生命・財産の保護及び航行の安全確保を目的として、情報収集、
警戒監視、機雷の除去等の活動を行う。米軍は、周辺事態により影響を
受けた平和と安全の回復のための活動を行う。

自衛隊及び米軍の双方の活動の実効性は、関係機関の関与を得た協力
及び調整により、大きく高められる。

Ⅵ．指針の下で行われる効果的な防衛協力のための日米共同の取組み
指針の下での日米防衛協力を効果的に進めるためには、平素、日本に対す

る武力攻撃及び周辺事態という安全保障上の種々の状況を通じ、日米両国が
協議を行うことが必要である。日米防衛協力が確実に成果を挙げていくため
には、双方が様々なレベルにおいて十分な情報の提供を受けつつ、調整を行
うことが不可欠である。このため、日米両国政府は、日米安全保障協議委員
会及び日米安全保障高級事務レベル協議を含むあらゆる機会をとらえて情報
交換及び政策協議を充実させていくほか、協議の促進、政策調整及び作戦・
活動分野の調整のための以下の２つのメカニズムを構築する。

第一に、日米両国政府は、計画についての検討を行うとともに共通の基準
及び実施要領等を確立するため 包括的なメカニズムを構築する これには、 。 、
自衛隊及び米軍のみならず、各々の政府のその他の関係機関が関与する。

日米両国政府は、この包括的なメカニズムの在り方を必要に応じて改善す
る。日米安全保障協議委員会は、このメカニズムの行う作業に関する政策的
な方向性を示す上で引き続き重要な役割を有する。日米安全保障協議委員会
は、方針を提示し、作業の進捗を確認し、必要に応じて指示を発出する責任
を有する。防衛協力小委員会は、共同作業において、日米安全保障協議委員
会を補佐する。

第二に、日米両国政府は、緊急事態において各々の活動に関する調整を行
うため、両国の関係機関を含む日米間の調整メカニズムを平素から構築して

おく。
１ 計画についての検討並びに共通の基準及び実施要領等の確立のための共
同作業

双方の関係機関の関与を得て構築される包括的なメカニズムにおいて
は、以下に掲げる共同作業を計画的かつ効率的に進める。これらの作業の
進捗及び結果は、節目節目に日米安全保障協議委員会及び防衛協力小委員
会に対して報告される。

（１）共同作戦計画についての検討及び相互協力計画についての検討
自衛隊及び米軍は、日本に対する武力攻撃に際して整合のとれた行動

を円滑かつ効果的に実施し得るよう、平素から共同作戦計画についての
検討を行う。また、日米両国政府は、周辺事態に円滑かつ効果的に対応
し得るよう、平素から相互協力計画についての検討を行う。
共同作戦計画についての検討及び相互協力計画についての検討は、そ

の結果が日米両国政府の各々の計画に適切に反映されることが期待され
るという前提の下で、種々の状況を想定しつつ行われる。日米両国政府
は、実際の状況に照らして、日米両国各々の計画を調整する。日米両国
政府は、共同作戦計画についての検討と相互協力計画についての検討と
の間の整合を図るよう留意することにより、周辺事態が日本に対する武
力攻撃に波及する可能性のある場合又は両者が同時に生起する場合に適
切に対応し得るようにする。

（２）準備のための共通の基準の確立
日米両国政府は、日本の防衛のための準備に関し、共通の基準を平素

から確立する。この基準は、各々の準備段階における情報活動、部隊の
活動、移動、後方支援その他の事項を明らかにするものである。日本に
対する武力攻撃が差し迫っている場合には、日米両国政府の合意により
共通の準備段階が選択され、これが、自衛隊、米軍その他の関係機関に
よる日本の防衛のための準備のレベルに反映される。
同様に、日米両国政府は、周辺事態における協力措置の準備に関して

も、合意により共通の準備段階を選択し得るよう、共通の基準を確立す
る。

（３）共通の実施要領等の確立
日米両国政府は、自衛隊及び米軍が日本の防衛のための整合のとれた

作戦を円滑かつ効果的に実施できるよう、共通の実施要領等をあらかじ
め準備しておく。これには、通信、目標位置の伝達、情報活動及び後方
支援並びに相撃防止のための要領とともに、各々の部隊の活動を適切に
律するための基準が含まれる。また、自衛隊及び米軍は、通信電子活動
等に関する相互運用性の重要性を考慮し、相互に必要な事項をあらかじ
め定めておく。

２ 日米間の調整メカニズム
日米両国政府は、日米両国の関係機関の関与を得て、日米間の調整メカ

ニズムを平素から構築し、日本に対する武力攻撃及び周辺事態に際して各



々が行う活動の間の調整を行う。
調整の要領は、調整すべき事項及び関与する関係機関に応じて異なる。

調整の要領には、調整会議の開催、連絡員の相互派遣及び連絡窓口の指定
が含まれる。自衛隊及び米軍は、この謂整メカニズムの一環として、双方
の活動について調整するため、必要なハードウエア及びソフトウエアを備
えた日米共同調整所を平素から準備しておく。

Ⅶ．指針の適時かつ適切な見直し
日米安全保障関係に関連する諸情勢に変化が生じ、その時の状況に照らし

て必要と判断される場合には、日米両国政府は、適時かつ適切な形でこの指
針を見直す。

周辺事態における協力の対象となる機能及び分野並びに協力項目例（別表）

機能及び分野 協力項目例
日米両国 救援活動及び ○被災地への人員及び補給品の輸送
政府が各 避難民への対 ○被災地における衛生、通信及び輸送
々主体的 応のための措 ○避難民の救援及び輸送のための活動並びに
に行う活 置 避難民に対する応急物資の支援
動におけ 捜索・救難 ○日本領域及び日本の周囲の海域における捜
る協力 索・救難活動並びにこれに関する情報の交

換
非戦闘員を退 ○情報の交換並びに非戦闘員との連絡及び非
避させるため 戦闘員の集結・輸送
の活動 ○非戦闘員の輸送のための米航空機・船舶に

よる自衛隊施設及び民間空港・港湾の使用
○非戦闘員の日本入国時の通関、出入国管理
及び検疫

○日本国内における一時的な宿泊、輸送及び
衛生に係る非戦闘員への援助

国際の平和と ○経済制裁の実効性を確保するために国際連
安定の維持を 合安全保障理事会決議に基づいて行われる
目的とする経 船舶の検査及びこのような検査に関連する
済制裁の実効 活動
性を確保する ○情報の交換
ための活動

米軍の活 施設の使用 ○補給等を目的とする米航空機・船舶による
動に対す 自衛隊施設及び民間空港・港湾の使用
る日本の ○自衛隊施設及び民間空港・港湾における米
支援 国による人員及び物資の積卸しに必要な場

所及び保管施設の確保
○米航空機・船舶による使用のための自衛隊
施設及び民間空港・港湾の運用時間の延長

○米航空機による自衛隊の飛行場の使用
○訓練・演習区域の提供
○米軍施設・区域内における事務所・宿泊所
等の建設

後方 補給 ○自衛隊施設及び民間空港・港湾における米
地域 航空機・船舶に対する物資（武器・弾薬を
支援 除く ）及び燃料・油脂・潤滑油の提供。

○米軍施設・区域に対する物資（武器・弾薬
を除く ）及び燃料・油脂・潤滑油の提供。

輸送 ○人員、物資及び燃料・油脂・潤滑油の日本



国内における陸上・海上・航空輸送
○公海上の米船舶に対する人員、物資及び燃

料・油脂・潤滑油の海上輸送
○人員、物資及び燃料・油脂・潤滑油の輸送

のための車両及びクレーンの使用
整備 ○米航空機・船舶・車両の修理・整備

○修理部品の提供
○整備用資器材の一時提供

衛生 ○日本国内における傷病者の治療
○日本国内における傷病者の輸送
○医薬品及び衛生機具の提供

警備 ○米軍施設・区域の警備
○米軍施設・区域の周囲の海域の警戒監視
○日本国内の輸送経路上の警備
○情報の交換

通信 ○日米両国の関係機関の間の通信のための周
波数（衛星通信用を含む ）の確保及び器材。
の提供

その他 ○米船舶の出入港に対する支援
○自衛隊施設及び民間空港・港湾における物

資の積卸し
○米軍施設・区域内における汚水処理 給水、 、
給電等

○米軍施設・区域従業員の一時増員
運用面に 警戒監視 ○情報の交換
おける日 機雷除去 ○日本領域及び日本の周囲の公海における機
米協力 雷の除去並びに機雷に関する情報の交換

海・空域調整 ○日本領域及び周囲の海域における交通量の
増大に対応した海上運航調整

○日本領域及び周囲の空域における航空交通
管制及び空域調整


